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資料２ 

対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
① 資源調査・評価の充実・高度化 

（資源評価等に関する関係国との連携強化） 

・海洋環境の変化及び資源の変動については、米国等

の太平洋関係国の研究機関との情報交換や人工衛

星データの利活用を更に進め、資源評価の高度化を

図る。 
・資源評価に加え、海洋環境の変化等について、米国

等の行政機関における対応策の情報収集をする。 
 

 
・米国等からの情報交換の機会の設定。 
（米国） 
➢ ９月に意見交換を実施済。 
（ロシア） 
➢ 日ロ漁業委員会、日ロ漁業合同委員会

及び日ロ漁業専門家・科学者会議等の機

会を利用し、随時、情報交換を実施中。 
➢ 漁業の分野における日本国とロシア

連邦との間の科学技術協力計画に基づ

く調査等の実施中。 
 
・令和 6 年度において人工衛星データの更な

る利活用方法の検討・実証を実施予定。 

 
・運営費交付金（水産研究・教

育勘定）（R6 予算要求中）① 
 
 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
 
 
 
 
 
・水産資源調査・評価推進事業

（R6 予算要求中）② 
（手段の充実） 

・資源調査・評価の高度化を図るとともに、調査船や

人員等の試験研究体制の維持・強化を図る。 
 

 
・（国研）水産研究・教育機構において、調査

船の代船を建造予定。 
・（国研）水産研究・教育機構の体制強化の検

討を実施予定。 
 

 
・船舶建造費補助金（蒼鷹丸代船

建造）（R5 補正予算）③ 
・運営費交付金（水産研究・教育

勘定）（R6 予算要求中）① 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
・海洋環境データについて、定点調査に加え、水中グ

ライダー等の新たな機器・手法を活用し、広範囲で

連続的な三次元のデータを収集するとともに、漁業

データについては、漁船活用型調査により詳細な漁

業データを収集することで、資源調査を充実させ

る。 
 

・今後、総合海洋政策本部にて決定される海

洋状況把握（MDA）構想に基づき、関係府

省との情報共有を図り、その利活用を検討

する。 
・新たな機器の実証、導入促進を実施中。 
 
 
 
・漁船活用型調査の充実による更なる漁業デ

ータ等の収集を実施予定。 

 
 
 
 
・スマート水産業普及推進事業 
(R5補正予算④、R6予算要求中⑤) 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 

・産地市場や漁船からの電子的な漁獲情報の収集や漁

獲物の画像解析などの ICT の活用や人工衛星デー

タによる外国漁船の行動把握などを拡大・強化し、

資源評価に必要なデータ収集の効率化・迅速化を進

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・デジタル技術を活用した漁獲情報の収集方

法や画像解析手法の検討、実証、導入を一

部実施中。 
 
 
・令和 6 年度において人工衛星データの更な

る利活用方法の検討・実証を実施予定。  

・スマート水産業情報システム

構築推進事業（R5 補正予算④、

R6 予算要求中⑤） 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（調査内容・評価内容の充実） 

・海洋環境の変化による漁獲の変化への影響を把握す

るため、分布・回遊や生態に関する情報収集を強化

し、資源評価及び漁況予報の精度向上を図る。 
・藻場・干潟等の漁場環境の調査を推進するともに、

ブルーカーボンによる CO2 の吸収・固定にも資す

る藻場等の保全と造成を図る。 
 
 

 
・資源分布・回遊、生態に関する情報収集の

方法、評価手法の改善の検討を実施中。 
 
・藻場・干潟の調査拡大に向けた体制・予算

の充実など各種調整の実施中。 
・藻場・干潟の保全・造成の推進を実施中。 
 
・藻場・干潟の保全活動への多様な主体の参

画の促進や、ブルーカーボンへの社会的関

心の高まりを踏まえて「藻場・干潟ビジョ

ン」を令和 5 年 12 月に改訂。 
・藻場による炭素貯留量の算定に資する“海

草・海藻藻場の CO2貯留量算定ガイドブッ

ク”を作成し、令和 5 年 11 月に公表。 
・磯焼け対策全国協議会の開催による優良事

例等の普及を実施中（毎年）。 
・漁港を利用した海藻バンク（グリーンイノ

ベーション基金事業）、海水温上昇に対応

した藻場造成の技術開発を実施中。 
・保全活動への民間企業等を含む多様な主体

の参画の働きかけを実施中。 

 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
 
・水産基盤整備事業（R5 補正予

算⑥、R6 予算要求中⑦） 
・水産多面的機能発揮対策事業 
（R6 予算要求中）⑧ 
 
 
 
 
・農林水産研究推進事業委託プ

ロジェクト研究（R2～R6、R6
予算要求中） 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（漁業者との対話の促進） 

・漁業者への科学的な情報のより迅速な伝達ととも

に、漁業者から情報や意見の丁寧な聞き取りを行

い、資源評価への反映を検討するなど双方向性を強

化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ステークホルダー会合をはじめ、あらゆる

機会をとらえて資源評価結果を説明、漁業

者から意見聴取を実施中。 
・漁船活用型調査の充実による更なる漁業デ

ータ等の収集を実施予定。 
・水産政策審議会資源管理手法検討部会やス

テークホルダー会合について、会議開催情

報の事前周知、資料の早期公開を実施中。 

 
・水産資源調査・評価推進事業 
（R6 予算要求中）② 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
② 漁法や漁獲対象魚種の複合化・転換 

（漁業者の生産手段の充実・変更と新たな経営形態への

シフト） 

・環境変化に伴う資源変動及び来遊の変動が大きくな

っていることに対応するため、漁獲対象魚種・漁法

の複合化や転換を推進する。例えば、以下のような

操業形態への複合化・転換を進めることが考えられ

る。 
 ➢漁法や魚種の転換等に必要な機器・漁具等を追加

装備又は新船建造し、漁法の追加、転換、操業海

域の変更 
 ➢冷凍運搬船導入による船団操業（IUU 漁業対策等

の国際ルールも考慮する必要）又は陸上冷凍能力

の補完、協業化 
 ➢サケに依拠する定置漁業（漁協自営を含む。）につ

いて、統廃合等の合理化、サケ以外の漁獲増大を

目指した操業への実質的な転換や養殖業への転

換。ふ化放流の重点化・効率化 
 ➢海藻や貝類の無給餌養殖を含む養殖業との兼業

化・転換も検討。あわせて、作業が人手に頼ると

ころの大きい海藻養殖について、労力の軽減の方

法を検討 

 
 
 
・漁法や漁獲対象魚種の複合化、新たな操業

体制の構築などの取組について、実証を実

施予定。 
・さけ定置の合理化等に向けて漁協等が行う

陸上養殖転換、養殖生産拡大等の実証等の

取組への支援を実施予定。 
・漁獲対象魚種・漁法の複数化、複数経営体

の連携による協業化や共同経営化等の実

証の取組を実施中。 
 
・リース方式による漁船・漁具等の導入支援

を実施中。 
・養殖業との兼業化・転換に対する支援拡充

を実施予定。 
 
【養殖業との兼業化に関する事例】 
・岩手県陸前高田市において、株式会社ニッ

スイと広田湾漁協（漁協自営による定置網

漁業を実施）が共同でサーモン試験養殖を

実施中。 

 
 
 
・不漁に対応した操業体制緊急構

築実証事業（R5 補正予算）⑨ 
 
・さけ定置合理化等実証事業 
（R5 補正予算）⑨ 
 
・もうかる漁業創設支援事業 
（R6 予算要求中）⑩ 
・がんばる漁業復興支援事業 
（R6 予算要求中）⑪ 
・水産業成長産業化沿岸地域創

出事業（R6 予算要求中）⑫ 
・浜の活力再生・成長促進交付金 
（R6 予算要求中）⑬ 
・もうかる養殖（R6予算要求中）⑭ 
（・がんばる養殖業復興支援事

業（R6 予算要求中））⑮ 
・マーケットイン型養殖業等実

証事業（R6 予算要求中）⑭ 
・養殖業成長産業化提案公募型

実証事業（R6 予算要求中）⑭ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（複合化等に向けた制度面の対応） 

・複合化等に当たっては、既存の漁業者等との十分な

調整を行うことに併せ、大臣許可・知事許可に係る

制度や、特に大臣許可漁業の IQ について、どのよ

うに運用すれば進められるのか検討する。例えば、

魚種・漁法ごとの漁業者の実態等や漁業者が減少

し、操業日数も減少傾向にあるなどの地域の状況を

十分に勘案し、操業の柔軟性を確保するため、漁業

調整委員会の活用も含めた議論を活性化させるこ

とを検討する。 
 

 
・制度面の現状、課題、対応案について検討、

整理中。 
 
・ＴＡＣ魚種を主な漁獲対象とする沖合漁業

(大臣許可漁業)について、次のとおりＩＱ

(漁獲割当)による管理を導入。 
【令和３（2021 年）管理年度から】 

・大中型まき網漁業（サバ類） 
【令和４（2022 年）管理年度から】 

・かつお・まぐろ漁業（クロマグロ） 
・大中型まき網漁業（マイワシ、クロマグ

ロ） 
【令和５（2023 年）管理年度から】 

・かじき等流し網漁業等（クロマグロ） 
・さんま漁業（サンマ） 
・いか釣り漁業（スルメイカ） 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（複合化等漁業者の経営形態の変更を後押しする取組） 

・複合化や新たなチャレンジとなる取組等に当たって

は、収益性を実証するための試みを奨励し、その中

で（研）水産研究・教育機構開発調査センターによ

る試験的な取組等も活用する。 
 
 
 
 
 
 
・複合化等に当たっては省人化・省力化・省エネ化に

資するスマート技術をはじめとした技術を活用す

る。 
・漁獲と消費のミスマッチも踏まえつつ、漁獲されて

も現状では市場価値の低い魚種や複合化等に伴う

新たな漁獲対象魚種について、加工・流通・小売・

外食との結び付きにより販路拡大を推進する。 

 
 
・さんま棒受網漁業による岩手県及び宮城県

沖でのマイワシ採捕の試験操業について、

関係漁業との調整に水産庁も関与するこ

とで、継続的な実施を確保。 
・漁法や漁獲対象魚種の複合化、新たな操業

体制の構築などの取組について、実証を実

施予定。 
・漁船を用船し、新たな漁法や漁場、技術の

検証・開発を実施中（（国研）水産研究・教

育機構開発調査センター）。 
・スマート技術の活用方策の検討、スマート

水産業普及推進事業による支援拡充の検

討。 
・新たな漁獲対象魚種に対応するための加

工・流通段階での取組への支援を実施予定 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
・不漁に対応した操業体制緊急構

築実証事業（R5 補正予算）⑨ 
 
・運営費交付金（海洋水産資源開

発勘定）（R6 予算要求中）① 
 
・スマート水産業普及推進事業

(R5補正予算④、R6予算要求中⑤) 
 
・水産加工連携プラン支援事業 
（R6 予算要求中）⑯ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
③ 養殖業との兼業化・転換 

（飼料対策） 

・漁獲と消費のミスマッチも踏まえつつ、国産資源の

有効活用に向けて、資源や需要の状況に応じた国産

魚粉・魚油の供給体制の構築を検討する。 
 
・新たな魚粉代替飼料を用いた低魚粉飼料の開発を促

進する。 
 

 
 

・国産魚粉・魚油の供給・利用体制の構築等

への支援拡充を実施予定。 
・養殖用生餌の調達コストの低減や安定化の

ための取組への支援拡充を実施予定。 
・魚粉の代替となる原料（水素細菌等）を用

いた飼料の開発の充実を実施予定。 
 

 
 
・養殖業体質強化緊急総合対策

事業（R5 補正予算）⑰ 
・生餌供給安定対策事業 
（R5 補正予算）⑱ 
・養殖業成長産業化技術開発事

業（R6 予算要求中）⑲ 
 

（種苗の確保等） 

・ブリ等の人工種苗の普及を推進するため、人工種苗

の供給拠点と種苗生産施設の機能強化や育種の強

化を行う。 
 
 
 
 
 
・サケのふ化放流の重点化に際しては、ふ化場の養殖

用種苗生産基地や中間育成場等への転換を検討す

る。 
 
 
 

 
・種苗生産施設の機能強化に必要な経費への

支援拡充を実施予定。 
・優良系統の開発の充実を実施予定。 
【優良系統の開発等に関する事例】 
・（国研）水産研究・教育機構において、ブリ

の優良系統の作出及び養殖業者等への人

工種苗・受精卵の供給を実施中。 
 
・さけ定置の合理化等に向けて漁協等が行う

陸上養殖転換、養殖生産拡大等の実証等の

取組への支援を実施予定。 
 

 
・養殖業体質強化緊急総合対策

事業（R5 補正予算）⑰ 
・養殖業成長産業化技術開発事

業（R6 予算要求中）⑲ 
・運営費交付金（海洋水産資源開

発勘定）（R6 予算要求中）① 
 
 
・さけ定置合理化等実証事業 
（R5 補正予算）⑨ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（ニーズやコストを踏まえた兼業先・転換先の選択） 

・兼業先・転換先については、サーモン養殖や、無給

餌のワカメ等の養殖、二枚貝と海藻類の複合的な養

殖、ウニ等の陸上養殖等をはじめとして様々なもの

があるが、ニーズ（市場規模）やコスト、労力を考

慮しつつ、スマート技術の活用も含めて選択する。 
 
 
 
 
 
・定置等での漁獲物をすぐに出荷するのではなく、出

荷調整のため短期間保管を行う蓄養や、生け簀で育

て出荷する養殖も検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【養殖業との兼業化に関する事例】 
・北海道の各地において、市町村と定置網漁

業等を行う漁協等が連携し、サーモンの試

験養殖を実施中。 
 
・マーケットイン型養殖業等の実証に必要な

資材・機材の導入や、スマート機器を導入

した自動給餌機等の導入等への支援拡充

を実施予定。 
 
・出荷調整のため短期間保管を行う蓄養や、

生け簀で育て出荷する養殖に必要な資機

材の導入に対して支援を検討。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
・マーケットイン型養殖業等実

証事業（R6 予算要求中）⑭ 
・養殖業体質強化緊急総合対策

事業（R5 補正予算）⑰ 
 
・マーケットイン型養殖業等実

証事業（R6 予算要求中）⑭ 
・養殖業成長産業化提案公募型

実証事業（R6 予算要求中）⑭ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（既存の養殖業の生産性向上） 

・スマート技術の活用強化、協業化・経営統合等の推

進、中間魚等の活魚運搬体制の強化といった既存の

養殖業の生産性向上の取組の推進を併せて行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・スマート機器を導入した自動給餌機等の導

入や、飼料の統一化、ワクチン・薬浴の共

同化等に必要な経費への支援を拡充。 
・事業承継等に関する研修会の開催やコンサ

ルティング等への支援を実施予定。 
・リース事業による養殖業者における活魚運

搬専用船の整備への支援を実施中。また、

もうかる養殖事業による養殖業者におけ

る活魚運搬専用船を活用した実証事業へ

の支援を実施予定。 
 

 
・養殖業体質強化緊急総合対策

事業（R5 補正予算）⑰ 
 
・養殖生産基盤強化対策事業 
（R6 予算要求中）⑲ 
・水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業（R5 補正予算）⑱ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（養殖業の輸出・国内流通対策） 

・国内市場規模に限界があることに配慮しつつも、国

外ではマーケットが拡大基調にあることを念頭に、

輸出拡大を目指した増産に向けて、マーケットイン

型養殖業への転換を図るため、漁場環境の調査等を

通じた増産可能な環境整備を行う。 
 
 
・輸出に当たって、輸出先国の衛生基準等加工・流通

も含めた海外市場で販売する条件の調査とその対

策を検討する。 
 
 
 
 
 
 
・ブランド化やバリューチェーンの強化など、国内で

の流通対策を進める。 
 
 
 
 

・マーケットイン型養殖業等の実証に必要な

資材・機材の導入への支援拡充を実施予

定。 
・持続的養殖生産確保法に基づく漁場改善計

画で定める適正養殖可能数量の設定方法

について、過去の養殖実績に基づいた数量

から、漁場環境に見合った数量を設定でき

るように見直す予定。 
・輸出拡大に向けた取組を実施中。 
・輸出先ニーズに対応した蓄養水槽や冷凍

機器の導入等 
・輸出先ニーズを踏まえた海藻製品及び加

工品開発 
を支援 

・養殖拠点漁港における衛生管理対策など漁

港の生産・流通機能の強化のための施設整

備への支援を実施中。 
・生産から流通を含むサプライチェーン上の

関係者による水産加工・流通の課題解決に

向けた取組への支援を実施予定。 

・マーケットイン型養殖業等実

証事業（R6 予算要求中）⑭ 
 
 
 
 
 
 
・水産物輸出拡大連携推進事業 
（R5 補正予算）⑳ 
 
 
 
 
・水産基盤整備事業（R5 補正予

算⑥、R6 予算要求中⑦） 
 
・水産加工連携プラン支援事業 
（R6 予算要求中）⑯ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
④ 魚種の変更・拡大に対応し得る加工・流通 

（加工・流通の効率化） 

・①魚種の変化や漁獲量の増減等に対応するため、産

地市場機能や漁港機能の見直しを行い、効率的な設

備投資と併せ、②既存の圏域内だけでなく圏域を越

えた流通による地域ごとの生産と需要の不一致の

解消も含め、実証的な取組も活用しながら、スマー

ト技術による流通の効率化を推進する。 
・③現状では市場価値の低い魚種を含め、資源状態の

良い魚種への加工原材料転換の取組や④原材料調

達の多様化の推進、⑤氷温貯蔵や活締め、冷凍技術

等を活用した付加価値向上の推進、輸出促進のため

の水産加工処理能力の整備を、実証的な取組も活用

しながら、効率的かつ柔軟に進める。（便宜的に①～

⑤の番号を振っている。） 
 
 
 
 
 

 
 

・産地市場機能の集約・強化や加工原材料の

多様化等のための施設の整備を実施中（①

③④に対応）。 
 
・魚種の変化等に対応した漁港の陸揚げ・荷

さばき等の生産・流通機能の強化のための

施設整備への支援を実施予定（①に対応）。 
 
・水産加工業の課題解決に向け、生産・加工・

流通・販売を含むサプライチェーン上の関

係者や金融機関等の専門家の連携による

生産と需要の不一致の解消、付加価値向上

の取組を実施予定（②⑤に対応）。 
・水産加工業への加工原材料の安定供給を図

るため、漁業者団体等が行う水産物の買取

り・冷凍保管・販売の取組を実施中（④に

対応）。 
 
 

 
 
・浜の活力再生・成長産業化交付

金（R6 予算要求中）⑬ 
・水産業競争力強化緊急施設整

備事業（R5 補正予算）⑱ 
・水産基盤整備事業 
（R6 予算要求中）⑦ 
・漁港機能増進事業 
（R6 予算要求中）㉑ 
・水産加工連携プラン支援事業 
（R6 予算要求中）⑯ 
 
 
 
・特定水産物供給平準化事業 
（R６予算要求中）⑯ 
・特定水産物供給平準化事業（原材

料転換対策）（R5補正予算）㉒ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（新たな魚種も含めた輸出対策） 

・輸出について、高度な衛生管理に対応した施設整備

や輸出先の嗜好・ニーズに対応したサプライチェー

ンの構築を推進する。また、水産物の持続性の認証

やブルーカーボンを含めた環境配慮の取組を伴う

ことが輸出に当たって不可欠になりつつある情勢

を踏まえ、水産エコラベル等の認証や藻場造成等の

CO2 削減の取組を推進する。 
 

 
・輸出拡大に向けた取組を実施中。 
・輸出先ニーズに対応した蓄養水槽や冷凍

機器の導入等 
・輸出先ニーズを踏まえた海藻製品及び加

工品開発 
を支援 

・水産エコラベルの普及に向けた取組を実施

中。 
・国際的な基準の維持に係る規格・ガイドラ

イン等の策定・改訂 
・認知度向上のための情報発信 
・認証審査員等向け研修会の開催 
・認証取得のためのコンサルティングの実施 

を支援 
・漁港漁場整備長期計画の重点課題に位置付

け、拠点漁港等における輸出拡大に向けた

流通機能強化のための施設整備への支援

を実施中。 
・藻場・干潟ビジョンに基づき、ハード・ソ

フト一体となった対策とともに、漁港整備

の中で、藻場造成を含む CO2 削減のため

の取組を推進中。 
・藻場・干潟の保全・造成の推進を実施中。 

 
・水産物輸出拡大連携推進事業

（R5 補正予算）⑳ 
 
 
 
 
・日本発の水産エコラベル普及

推進事業（R6 予算要求中）㉓ 
・水産エコラベル認証取得支援

事業（R5 補正予算）㉔ 
 
 
 
 
・水産基盤整備事業（R5 補正予

算⑥、R6 予算要求中⑦） 
 
 
・水産多面的機能発揮対策事業 
（R6 予算要求中）⑧ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
・磯焼け対策全国協議会の開催による優良事

例等の普及を実施中（毎年）。 
・漁港を利用した海藻バンク（グリーンイノ

ベーション基金事業）、海水温上昇に対応

した藻場造成の技術開発を実施中。 
・保全活動への民間企業等を含む多様な主体

の参画の働きかけを実施中。 
（消費者理解の増進） 

・資源管理や環境に配慮した漁業による水産物への消

費者理解醸成のため、こうした水産物に関する情報

発信や、水産エコラベル等の認証を普及推進する。 

 
・魚食普及の推進に向けた取組を実施中。 
・学校給食関係者向け講習会の開催 
・魚食に係る指導に必要な教材の作成を支援 
・「さかな×サステナ」をコンセプトとする

「さかなの日」等の官民協働による水産

物の消費拡大の取組等 
を支援 

・水産エコラベル等の推進に向けた取組を実

施中。 
・国際的な基準の維持に係る規格・ガイドラ

イン等の策定・改訂 
・認証度向上のための情報発信 
・認証審査員等向け研修会の開催 
・認証取得のためのコンサルティングの実施 

を支援 
 

 
・持続可能な水産物消費拡大推

進事業（R6 予算要求中）⑯ 
 
 
 
 
 
・日本発の水産エコラベル普及

推進事業（R6 予算要求中）㉓ 
・水産エコラベル認証取得支援

事業（R5 補正予算）㉔ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
⑤ 魚種・漁法の複合化等の取組を行う経営体の確保・

育成とそれを支える人材・漁協 

（複合化等に取り組む漁業者のサポート） 

・複合化や新たなチャレンジ等に取り組む漁業者に対

して、アドバイザーや漁協職員等を活用し、複合化

等の初期投資を含めたサポート、漁業経営に対する

助言等を行うとともに、水産庁に部署横断的な対応

を可能とする問合せ窓口を設ける。 
 
 
 
・漁業の複合化等に当たって、経営体単位で漁業共済

の対象とできる仕組みの整備を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
・以下の取組に係る都道府県普及員や漁協職

員の資質向上のための研修機会等を充実

予定。 
 ➢ スマート技術、デジタル技術の普及 
 ➢ 支援事業の活用の指導・助言 
➢ 漁協の収支構造転換に係るコンサル

タントの派遣 
・企画課企画班を問合せ窓口とする。 
・左記の仕組みの整備について、引き続き、

検討中。 

 
 
 
・スマート水産業普及推進事業

(R5補正予算④、R6予算要求中⑤) 
・漁協経営基盤強化対策支援事

業（R6 予算要求中）㉕ 
・さけ定置合理化等実証事業 
（R5 補正予算）⑨ 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（複合化等を担う人材・労働力の確保・育成） 

・複合化等に取り組む漁業者に対し、必要な知識・技

能の習得のための講習や長期研修等の受講、技能経

験者等の雇用を推進する。 
 
・漁業だけでなく、水産加工・流通業も含め、スマー

ト技術や機器導入による効率化のため、スマート技

術など水産業の DX に対応できる人材を育成する。 
・地方で季節性のある漁業に携わる従事者を確保して

いくため他産業も含めた就業機会の確保を検討す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・魚種や漁法の転換に向けた知識・技能研修

の充実について実施中。 
・技能経験者の雇用の推進策については、今

後検討。 
・スマート水産業普及推進事業による人材育

成の充実。 
 
・地域のにぎわいや所得や雇用を創出するた

め水産業と相互に補完し合う産業として

の海業を推進。 
・地方における他産業も含めた就業機会の確

保の取組を今後検討する。 
 

 
・経営体育成総合支援事業 
（R6 予算要求中）㉖ 
 
 
・スマート水産業普及推進事業

(R5補正予算④、R6予算要求中⑤) 
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対応の方向性（取りまとめ） 対応状況（11 月末） 関連事業（R6 当初又は R5 補正予算） 
（複合化等をサポートする漁協の体制の強化・充実） 

・漁協については、複数漁協間での事業連携、施設の

統廃合や合併、省人化や業務の効率化などを推進し

つ、適切な事業規模や経営改善に向けた取組に必要

となる資金の調達方法等を検討し、併せて、漁協経

営の優良事例の横展開等を進める。 
 
・これまでサケに依拠してきた漁協自営の定置漁業に

ついて、統廃合等の合理化、サケ以外の漁獲増大を

目指した操業への実質的な転換や養殖業への転換

を進める。また、ふ化放流の重点化・効率化を進め

る。 

 
・漁協の体質強化に向けた取組を実施予定。 
①経営合理化のためのコンサルタント派遣 
②長期資金への金融助成 
③収支構造転換のための取組支援 
 
 
・さけ定置の合理化等に向けて漁協等が行う

陸上養殖転換、養殖生産拡大等の実証等の

取組への支援を実施予定。 

 
・漁協経営基盤強化対策支援事

業（R6 予算要求中）㉕ 
・さけ定置合理化等実証事業 
（R5 補正予算）⑨ 
 
 
・さけ定置合理化等実証事業 
（R5 補正予算）⑨ 
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底魚・カニ類資源の資源評価・管理に関する米国西海岸現地調査①

1

１ 日 程： 2023年9月20日～27日

２ 参加者： 水産研究・教育機構、水産庁ほか

３ 訪問先：

（１） アラスカ漁業科学センター（シアトル）

 資源評価準備会合への出席

 カニ類の資源評価について
（ベーリング海のズワイガニ資源の減少）

 ＡＢＣ設定への生態系情報の活用について

（２） 北西部漁業科学センター（シアトル）

 米国西海岸の底魚類の資源評価について

 ＡＢＣ設定への生態系情報の活用について

 科学スタッフ・予算について

資料４



2

（５） 太平洋地域漁業管理委員会（ポートランド）

 地域漁業管理委員会の役割について

 ＴＡＣ設定のプロセスについて

（６） 太平洋州海洋漁業委員会（ポートランド）

 ５つの州の漁業関連データの収集について

 データベースの構築・公表について

（３） 業界団体事務所（シアトル）

 資源管理プロセスへの参画について

 混獲種の管理について

（４） 海洋漁業局（西海岸地域）（シアトル）

 ＩＴＱ管理について

 底魚類の複数種一括管理について

Low-hanging fruit!

底魚・カニ類資源の資源評価・管理に関する米国現地調査②



ベーリング海のズワイガニ資源の減少要因と対応の方向性

ベーリング海では、資源量の激減により、2021年漁期は前年からＴＡＣ90％減、2022年及
び2023年漁期は禁漁。2017年に表面海水温が大きく上昇し、資源量が2017年以降急速に減少。

ベーリング海のズワイガニ（オス）の
資源量推定値

資料：米国海洋大気庁

＜資源減少の原因について＞

（出典）米国海洋大洋庁ＨＰ（https://www.fisheries.noaa.gov/feature-
story/research-confirms-link-between-snow-crab-decline-and-marine-heatwave）、
現地調査時の聞き取り等

3

• 過剰漁獲？
• 底びき網による混獲？
• 共食い？
• マダラによる捕食？
• 病気？
• 高水温？
• 操業区域外への移動？

海水温の上昇

 代謝の増加によるカロリー需要増
 生息域の減少による索餌域の減少分析

餓 死

＜海洋環境変化による資源量変動への対応の方向性＞

 災害救済基金（Disaster relief funds）の効率的な給付

 複数種の操業を可能とするような柔軟性

 一貫性をもち、かつ、タイムリーな生物学的調査

 海面養殖など、代替となる生計手段の導入支援
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